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まえがき

2001年9月2日から9月18日まで、モンゴル国において、（株）パシフィックコンサル

タンツインターナショナル中瀬大氏とともに、ADCA海外農業開発事前事業調査を実施

した。

本報告書は、表記案件の現地調査の結果をとりまとめたものである。

この調査に先立ち比較研究の観点から農牧業が盛んな中央部のセレンゲ県の農牧業の

現況の調査を実施した。

モンゴル国は市場経済移行以前には穀物が多く生産され、穀物輸出国であった。しか

しながら、1989年以降は急速に減少し、1999年の穀物生産は1989年の生産量の約20％

に減少し、穀物自給率は約50％に低下し、穀物輸入国となった。

モンゴル国の最東南に位置するドルノド県は肥沃な土壌に恵まれ、1989年以前は一大

穀物生産地で、1989年の生産量は全国生産量の8％に相当する6．7万トンを生産した。

これは1999年の全国生産量の40％に相当する。しかしながら、1989年以後生産が急速

に減少し、1999年の穀物生産量は1989年の5％に相当する0．3万トンに減少した。

モンゴル国の主要産業は農牧業で農業生産の約90％を占めているが、現在は国の牧羊

力の限界である、羊換算で6，500万頭を超え、7，000万頭になっていることから、これ以

上の開発は期待できない。

モンゴル国の西部および中央部は農牧業が盛んで、特に牧畜はほぼ牧養力の限界に達

し更なる開発は望めない。一方、東部地域は人口密度が0．66人／km2と全国平均の約4

分の1と低く、肥沃で穀物生産可能な土地が放棄され、大規模な農業開発が可能で、開

発することにり多くの雇用の創出および穀物自給力の向上が見込まれる。

以上、東部のドノルド県および中央部のセレンゲ県の現地調査を実施した。このうち、

東部の案件はモンゴル国の経済の発展、特に農牧業の振興、生産拡大、農村の生活改善

に重要な役割を演じ、高い効果が期待される。

最後に、本調査に閲しご指導をいただいた在モンゴル日本国大使館、JICAモンゴル事務

所、モンゴル国政府および調査にご協力をいただいた三菱商事の方々に、深甚なる謝意

を表する次第です。

2001年9月

ADCA、モンゴル国

農業農村開発事業

事前調査団長

金津　昭治
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第1章　概要

1．1　国の概要

モンゴル国の総人口は238．2万人、人口密度は1平方km当たり1．55人である。主要

都市人口はウランバートル市77．8万人（以上2000年4月時点）、グルハン市9．4万

人、エルデネト市7．5万人（以上1998年12月時点）である。国民の約8割を占める

のはハルハ族であるが、その他にはドゥルベト族、ブリヤート族などのモンゴル諸部

族、カザフ人やトウバ人も生活している。

モンゴル国は、北でロシアと、東西および南では中国と国境を接している。ロシアと

の国境総距離は3，485．Okm、中国との国境総距離は4，676．8kmある。モンゴル国の東

西最大距離は2，392km南北最大距離は1，259kmである。また、国土面積は156万6，500

平方kmであり、日本のほぼ4倍の広さに相当する。

首都ウランバートル市の面積は1，358平方kmで、北緯47度55分、東経106度53

分に位置し、緯度ではパリ、ミュンヘン、ウィーン、シアトルなどと、経度では、ホー

チミン、ジャカルタなどとほぼ等しい。1999年より夏時間移行制度は廃止され、夏至

（6月22日）の日の出、日の入りはそれぞれ5時53分、21時55分、冬至（12月22

日）の日の出、日の入り8時38分、17時1分である。

国内には、フブスグル湖、オプス湖、ハル・オス湖など約3，500の湖沼、オルホン河、

セレンゲ河、ヘルレン河など約7，000の河川がある。地理学上のモンゴルは、万年雪

に覆われた高山を多く有する西部アルタイ山地地帯河川に恵まれた中央部ハンガイ・

へンティー山地地帯、平原が連なる東部ドルノド平原地帯、砂礫性の土地が広がる南

部ゴビ地帯という4つの地帯に分けられている。

国内の最高地点はバヤンウルギー県に属するアルタイ山脈中のタバン・ボグド山フィ

トウン峰で、海抜4，374m。最低地点はドルノド県にあるフフ・ノールで海抜552m。

全国平均海抜は1，580mで、ウランバートルは海抜1，351mの高地にある。

モンゴル国は年間の気温変化および日中と夜間の気温変化が激しく、雨量が少なく乾

燥しているという特徴をもつ大陸性気候である。年間の国内最高気温は摂氏40度近く

になり、最低気温は摂氏マイナス40度を下回る。また、年平均湿度は50％以上70％

未満である。降水量は最多のアルハンガイ県で年間350mm程度であり、ゴビ地方や

西部地方では年間100mm台となっている。参考に、ウランバートル市の月平均気温、

降水量を次に示す。（気象研究所1996年）
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16．6　14．5　　　7．2　　　－1．4　　13．4　　・21．8　［年間平均気温－2．4］

59．8　　56．4　　28．2　　　7．5　　　3．6　　　2．7　［年間総降水量230．5］

地域によって大きく異なる、そして広大で豊かな自然を有するモンゴル国は、動植物

の宝庫である。これまでに国内で確認されている動物類は、晴乳類136種、鳥類426

種（うち渡鳥が322種を占める）、魚類75種、爬虫類22種、両生類8種、昆虫1．3

万種にのぼる。植物類では、草花2，710種、キノコ類875種、藻類728種、コケ頬417

種を数える。樹木類を見ると、130種の樹木および潅木が存在する。

しかし、生活目的もしくは商業目的の乱獲により、1995年の時点で、これら動植物の

うち200種以上が絶滅の危機に瀕しており、モンゴル国政府は禁猟区や保護区を制定

し、それらの保護・繁殖に努めている。また、タヒ（モンゴルにいた野生馬、プルジェ

ワルスキー馬とも呼ばれる）の場合、一度は絶滅したものの、かつてモンゴル国から

ヨーロッパや旧ソ連に運び出されたタヒが数百頭いたことから、1992年にオランダや

ウクライナから14頭を買い戻して以来、モンゴル国への再定住化のため繁殖を試みて

いる。現在では仔馬も生まれるまでになった。

1．2　　歴史および最近の動き

1．2．1モンゴル略史

モンゴル高原は豊かな牧草に恵まれており、遊牧には最も適した高原であることから、

古来民族間あるいは部族間でこの草原の支配権をめぐり争奪が繰り返されてきた。ま

ず、紀元前3世紀には句奴がこの高原を支配した。句奴時代の遺物の発掘調査により、

彼らの文化が黒海沿岸に居住していた遊牧民族スキタイとかなり類似していることが

注目されている。その後も柔然、突蕨、ウイグル、キルギス等がこの地を治めるが、12

世紀末になるとテムジン（後のチンギスリ＼レン）が諸部族を統合し、モンゴル帝国

を誕生させる。これは最盛期には東アジアのみならず、中央アジア、ヨーロッパ東部

までを包括する大帝国に発展し、それによってこれらの地域では相互文化交流が活性

化したといわれる。

チンギス・ハーンの孫フビライは南下し、都をこれまでのカラコルム（現在のハル・

ホリン）から大都（現在の北京）に移し、以後のハーンは元朝皇帝として君臨するが、

その支配期間は百年に満たず、最後の元朝皇帝である順帝トゴンテムル・ハーンは明

軍に追われ、モンゴル高原へと戻っていった。16世紀に入るとダヤン・ハーンが再度

内モンゴル地域（現在の中国内モンゴル自治区域）を統一し、各地に自らの子を配置
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し、彼らはそれぞれハルハ、チャハル、トウメト、オルドスなどと呼ばれるようにな

る。ダヤン・ハーンの孫であるトウメトのアルタンリ＼レンは明軍や、モンゴル国西

部で勢力を誇っていたオイラト部と戦闘を繰り返す一方で、チベット仏教を積極的に

モンゴル国に導入し、以後モンゴル人の間にはこの信仰が広がっていく。続いて17世

紀初頭には、チャハル部のリグデン・ハーンがモンゴル統一事業を試みるものの、そ

れを好まぬ諸部族は満洲人が建てた後金国（後の清朝）に庇護を請うた。後金国は次

第に勢力を強め、17世紀半ば、リグデン・ハーンが死去するとその子エジェイは後金

国に対し恭順を誓い、ここに内モンゴル地域は完全に後金国の支配下に入ることとなっ

た。一方、モンゴル東部のフルン・ボイル地方にいたハルハ万戸は、一部は南下した

が、別の一派が外モンゴル地域（現在のモンゴル国）一体へと広がり、オイラト部と

抗争を繰り返していた。

17世紀末、ハルハ部は清朝からの援軍を頼みとして、オイラト部を壊滅させたが、こ

れ以後外モンゴル地域も清朝の支配下に入ったのである。

清朝末期になると、モンゴル地域における漢人の大量移住が開始され、また漢人およ

びロシア人の商業資本が多く入り込み、外モンゴル全域に経済網が張りめぐらされる

ようになる。

またモンゴル王公やラマ僧による収奪もあり、人々の生活は困窮した。こうした中で

牧畜民は反清運動を引き起こしつつ、民族独立の自覚に目覚めていく。民族独立運動

は外モンゴルの一部の開明的な王公やラマ僧を中心として進められ、1911年、清朝崩

壊につながる辛亥革命が発生する時を移さず独立を宣布、括仏ボグド・ゲゲンをハー

ンとし、5省からなるボグド・ハーン制モンゴル国を成立させた。しかし中国との関

係を配慮したロシアは、1913年、モンゴル国の自治を外モンゴル地域に限定し、さら

に外モンゴルにおける中国の宗主権を承認するとする中露宣言を締結、また1915年

には同宣言の取消を求めていたボグド政権をも含めた会談をキヤフタにて開催し、三

国協定として、同宣言の内容をモンゴル国側にも承認させた。

1917年、ロシア革命が起こり、ソビエト政権が樹立される。モンゴル革命の父といわ

れるスフバートルやチョイパルサンらはモンゴル人民党を組織するとともに、ソビエ

ト赤軍に軍事支援を求め、当時中国軍閥を放逐しクーロン（現在のウランバートル）

を占拠していたウンゲルン将軍を首領とするロシア自営軍を共同制圧することで一致

し、モンゴル北部のアルタン・ボラクから解放戦争を開始し、1921年7月6日に首都

を奪還、5日後の7月11日にはボグド・ゲゲンを元首とする立憲君主国家の樹立を宣

言した。これにちなんで7月11日は革命記念日となっている。

その3年後の1924年11月26日、ボグド・ゲゲンの死にともない召集された第1回

大ホラル（国会）はモンゴル人民共和国憲法を採択し、モンゴル国がソ連に継ぎ世界
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で2番目の社会主義国となったことを宣言した。これにちなみ、Il月26日は建国記

念日となっている。

建国後ほどなくして、農牧業の強制的集団化、宗教弾圧、粛正などと極端な偏向政策

が取られた時期があったものの、戦後はソ連、中国、東欧共産圏諸国の援助を受けつ

つ、1948年から開始された5ケ年計画、3ケ年計画などを経て、1990年までの第8

次5ケ年計画までが実施され、この間、工業部門産業が育成されることとなった。1950

年代末からの中国とソ連の路線対立が深刻となる中で、モンゴル国も1961年に中国

と関係を絶ち、中国側は中国人労働者を全面的にモンゴル図から引き揚げた。以来モ

ンゴル国は、ソ連を中心とした社会主義経済圏の中でニ　ソ連や東欧諸国などとの相互

協力に基づく経済路線を歩んだのであった。

ソ連の民主化の動きと連動し、1989年12月10日、民主化を要求する集会が開かれ、

若い世代を中心に民主化運動が高まりを見せる。翌年3月9日、バトムンフ人民革命

党書記長兼人民大会議幹部会議長は政府・党幹部の総辞職を行うとの特別声明を発表

した。7月、複数政党制に基づく初の民主的選挙が行われ、与野党連立政権が誕生し、

これまでの政治体制が大きく変革された。現行の憲法（1992年1月公布、2月施行）

の下では、国名はモンゴル国（モンゴル・オルス）と変更され、人民共和国という名

称は削除された。また、国家大会議と称せられる1院制議会（76議席）を設置し、国

家大会議が首相の任命を行うとし、大統領は国民の直接選挙で選出することとなった。

1990年9月には初代大統領にオチルバトが就任した。1996年の国政選挙では75年間

に及んだ人民革命党政権が敗北し、民族民主党と社会民主党からなる民主

連合が政権を握った。また、1997年5月の大統嶺選挙により人民革命党推薦のバガバ

ンディが選出された。2000年7月の総選挙では民主連合の分離、政治の不安定、貧困

層の拡大、汚職などが国民の批判をまねき、人民革命党が「地滑り的」圧勝を得た。

国家大会議における各政党の議席数は、人民革命党72議席、民族民主党一宗教者民主

党連合1議席、国民勇気党一線の党連合1議席，祖国一民主新社会党1議席、無所属

1議席であり、国家大会議議長はエネビシ、首相はエンフバヤルである。また、総選

挙に省庁再編が行われ、9省から11省へと増設された。

外交関係を見ると、1961年に国連、1962年にコメコン、1997年世界貿易機構に加盟

している。また、1963年にイギリス、1965年にフランス、1972年に日本、1974年

に西ドイツ、1987年にアメリカ、1990年に韓国とそれぞれ外交関係を樹立している。

ソ連と中国の関係が改善されたことにより、1989年には中国との関係も正常化にい

たった。1999年5月現在、モンゴル国は139カ国と外交関係を樹立しており、ウラ

ンバートルには大使館18、常駐の国際機関として国連開発基金、世界保健機構、ユニ

セフ、国際通貨基金などがある。政治的に社会主義国家から民主主義国家へと移行し
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たことに伴い、経済面でも、それまでの計画経済を捨て市場経済に急転換し、そのた

めに様々な混乱が生じた。年間インフレ率はピーク時の1992年には325％に達し、物

不足となり、深刻な経済危機に陥った。モンゴルは各国および国際機閑からの積極的

な支援を受けつつ、経済再建に努めている。1999年年間インフレ率は10．0％と市場経

済移行後で最も低かった前年よりも上昇した。また国内総生産成長率も3．

5％を達成し、1994年以来5年連続でプラス成長を続けている。そうはいっても、国

内には産業の確立、インフラ整備、失業・貧困対策、法整備の拡充など今後取り組む

べき課題は残されている。1999年輸出入相手国は、輸出部門は、多かった国順に中国、

米国、ロシアで、日本は第6位。輸入部門は、ロシア、中国、日本の順で、日本は第

3位を占めた。また、1999年末時点での家畜頭数は羊1，517万頭、山羊1，102万頭、

牛382万頭、馬316万頭、路乾36万頭であった。

現在日本はモンゴル国の最大の援助国であり、ウランバートル市第4火力発電所改修

事業、ザミン・ウード（中国との国境駅）の貨物積替基地の整備、地方電力供給、技

術協力・人材育成など多岐に渡る有償・無償協力を行っている。また世界銀行と共同

議長を務め、1991年以来はば毎年モンゴル支援国会合を東京で開催している。民間レ

ベルにおいても、経済、文化、学術などの分野で交流が進行しているが、その代表格

は何といっても大相撲の旭鷺山や旭天鵬であろう。なお、2000年夏には日モ友好文化

ミレニアム祭が約1ヶ月間開催された。

1．2．2　ウランバートル市略史

オルホン河の支流トーラ川の右岸に開けた町である。1924年の人民共和国制の宣言と

同時に、ウランバートル（モンゴル語で赤い英雄の意味）と命名され、同国の首都と

定められた。

同市の起源は、1639年に初代ボグド・ハーンが推載されたのを記念して、シレート・

ツアガーン・ノール（現在のウブルハンガイ県ズイル・ソム）に宮殿を建造したこと

に始まるといわれる。括仏の住む地点はイフ・フレーと称され、18世紀にはイフ・フ

レーはモンゴル各地を転々としていたが、1778年に至り、イフ・フレーは現在のウラ

ンバートルの地に置かれ、ロシア、清両国の中継貿易地として栄えた。かつてのウラ

ンバートルは現在のスフバートル広場付近を中心とする東区域とガンダン寺院を中心

とする西区域とに分かれていた。1999年はウランバートル成立360周年であった。

ウランバートルの工業化は1934年のソ連の援助による工業コンビナートの建設に始

まり、第二次世界大戦後、中国は橋梁、住宅、デパート、ホテルなどを建設した。中

ソ対立とともに中国の援助が打ち切られた後は、ソ連、コメコン諸国の援助で皮革、

製靴、毛織物、食肉、製粉等の各種の工場が建設されている。
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我が国は、1977年に結ばれた経済協力協定に基づき、ウランバートル市内に世界でも

最大規模といわれるカシミア・ラクダ毛加工工場を建設した。同工場はゴビ工場とも

称される。

1．3　　政治の現状

（1）政体

共和制

（2）元首

ナツアギーン・バカバンディ大統嶺（1997年6月就任、任期4年、1950年生まれ）

（3）議会

国家大会議（一院制、定員76名、任期4年、議席配分：人民革命党72、民主党

2、国民勇気寛一緑の先達合1、祖国一民主新社会党1）

（4）政党数

19政党（うち議会政党は4党）

（5）政府

①　首相ナンバリン・エンフバヤル　　　　（2000年7月就任、1958年生まれ）

②　外相ロブサンギーン・エルデネチョローン（2000年8月就任、1948年生まれ）

（6）内政

1987年6月より経済改革に着手。1988年12月以降「変革・刷新」（モンゴル版

ペレストロイカ）を推進。1989年末に民主化運動が発生し、翌1990年には複数

政党制および大統領職等が採用された。同年9月オチルバト初代大統領が就任、

また同時に就任したビャンバスレン新首相は与野党連立政権を組織、政治・経済

改革を推進した。1992年1月採択2月施行の新憲法により約70年続いた社会主

義を放棄、国名を「モンゴル人民共和国」から「モンゴル国」へ変更した他、一

院制議会制、国民による大統嶺直接選挙、あらゆる所有形態の承認、人権の保障

等を規定。1992年6月の第1回国家大会議選挙では、人民革命党が圧勝。ジャス

ライ政権は改革路線を堅持した。1996年6月、小選挙区制（同年1月改正）によ

る初の国家大会議選挙で、民族民主党と社会民主党を基軸とする民主連合が勝利。

エンフサイハン政権は政府機構の大幅な改革と土地私有化や国営企業の民営化を

実行した。1997年5月、任期満了による大統嶺選挙で、バガバンディ野党人民革
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命党党首が選出された。1998年4月、エンフサイハン政権は主として憲法論上の

理由から総辞職、エルペグドルジ民族民主党党首が次期首相に就任、国会議員に

よる新内閣を組織した。しかし、国営銀行の民間銀行への合併問題で国会が紛糾、

1998年7月に内閣不信任案が可決され、同内閣は発足後3ヶ月で総辞職した。次

期首相人選は手間取ったが、1998年12月にナランツアツラルト・ウランバート

ル市長が首相に就任した。しかし同首相も、エルデネト社民営化に閲し同首相が

ロシア第一副首相に送った手紙の文言を巡る問題を1999年7月指摘され、同月

辞職に追い込まれた。同月、次期首相にアマルジャルガル元外相（民族民主党）

が就任した。

2000年に入り与党民族民主党から6人が離党、離党者を中心に民主党と国民勇気

党が相次いで結成された。2000年7月の第3回国家大会議選挙では民主連合政権

の急進的な経済改革と汚職体質に対し批判が集中、野党人民革命党が批判の受け

皿となり76議席中72議席を獲得する大勝利を収め（残り4議席は民主党2、国

民勇気党1、祖国一民主新社会党1）、エンフバヤル人民革命党党首が首相に就任

した。人民革命党は10月の地方選挙でも大勝利を収めたところ、相次いで選挙に

惨敗した野党は、地方選挙後、2001年に行われる大統領選挙に向けて与党対抗勢

力を結集する動きを見せている。しかし2001年5月の大統嶺選挙でも人民革命

党が推すバガバンディ大統領が再選を果たした。

（7）行政機構

モンゴル国は大統領を元首とする共和制国家である。行政組織は図1－1に示す。

地方行政単位は18の県（アイマグ）と4特別市である。県は郡（ソム）に分かれ、

郡は更に村（バグ）に分かれている。
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（注）この他に首相直属の政府官房がある

図1－1モンゴル国の行政組織図
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1．4　　経済の現状

（1）主要産業

鉱業、牧畜業、軽工業

（2）GDP

8，736．8億トグログ（1999年）

（3）一人当たりGDP

36．0万トグログ（1999年）

（4）GDP成長率

3．5％（1999年）

（5）国家財政

①　歳入総額

②　膠歳出総額

3，140億トグログ（2001年、前年比13％増）

4，040億トグログ（2001年、前年比3％増）

（6）消費者物価上昇率

8．1％（2000年）

（7）失業者数

3．86万人（2000年末、前年同期比0．12万人滅）

（8）質易収支－1．42億ドル（2000年、前年・1．55億ドル）

①　輸出4．3億ドル（前年比21％増）

②　輸入5．7億ドル（前年比12％増）

（9）主要貿易品目

①　輸出鉱物資源（銅精鉱、モリブデン精鉱、蛍石、金）、牧畜産品（カシミア、

皮革、羊毛）

（∋　輸入石油製品、自動車、機械設備類、日用雑貨、医薬品
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（10）主要貿易相手国（2000年、上位6ケ国）

①　輸出中国、米国、ロシア、イタリア、英国、日本

②　輸入ロシア、中国、日本、韓国、ドイツ、米国

（11）通貨

トグログ

（12）為替レート

1993年5月より、為替レートが自由化（変動相場制）された。2000年12月末時

点で1ドル＝1，097．0トグログ（前年同期1，072トグログ）

（13）家畜頭数

2000年末時点での家畜頭数は3，010万頭と、雪害の影響により前年比10．4％減少

した。家畜種類別に見ると、羊1，381万頭、山羊1，023万頭、牛309万頭、馬265

万頭、陥舵35万頭。

（14）経済概況

2000年の年間インフレ率は1999年の10．0％から8．1％へと下降し、インフレは

年々抑制される傾向にある。また外貨準備高も増加傾向にある。しかし一方では

金融システムの不十分な改革、国際市場における競争力を有する企業の未確立、

失業者数・貧困層の増加傾向など、国内経済状況は依然困難な状況にあり、市場

経済化への移行に伴う困難は今後も継続すると考えられている。

1．5　　経済協力の現状

（1）我が国の援助実績（交換公文ベース）

（D　無償資金協力（1999年3月までの累計）約442億円（1998年度分約53億円）

（∋　有償資金協力（1999年3月までの累計）約300億円（1998年度分0億円）

③　技術協力実績（1999年3月までの累計）約117億円（1998年度分約19億円）

（2）主要援助国

1990年以降旧ソ連、東欧諸国からの支援は大幅に減少した。1991年、我が国の

対モンゴル援助額は有償・無償を含め約6，100万ドル（約83億円：交換公文ベー

ス）となり、モンゴル国に対する最大の支援国となった。我が国の他には、米国

（無償資金協力、平和部隊の派遣、緊急接肋物資の供与等）、ドイツ（借款、無
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償技術協力）等がモンゴル支援を積極的に実施している。国際機閑については世

銀、IMF、ADBがB／Pサポート、プロジェクト借款の供与を実施している。

（3）その他

我が国は、世銀との共同議長の下、1991年9月に第1回、1992年5月に第2回、

1993年9月に第3同、1994年11月に第4回、1996年2月に第5回、1997年10

月に第6回モンゴル支援国会合をそれぞれ東京にて開催した（なお第7回はウラ

ンバートルで、第8回はパリで開催された）他、国際舞台においても積極的に対

モンゴル支援のイニシアティブを発揮している。

（出典は在モンゴル日本国大使館の資料による）
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第2章　農業開発の現状と問題点



第2章　農業の現状と問題点

2．1　モンゴル国の一般概況

2，1．1自然環境

（1）国土、地勢

モンゴル国はアジア大陸の中央部に位置し、北および北西をロシア、南東から南

西にかけてを中国と隣接する高原の内陸国である。北緯41度35分～52度09分、

東経87度44分～119度56分に位置しており、緯度的には函館から樺太中部に

該当する。東西の最大距離は2，392km、南北の最大距離は1，259kmで、国土面積

は約156万km2である（日本の約4倍）。

国土は大別して、北より

イガン
　
原
　
ピ

ハ
　
草
　
ゴ

①

②

③

森林、湖沼肥沃な土壌を有した高原状の地域で全体の32％

26％

植物が地表を覆う比率が50％以下の礫砂漠性草原および砂漠平

原で42％の3地帯に大別される。

また、地勢的には多くの湖と河川を抱えた山地地帯の北西部、砂漠や湿地帯から

なる南東部に大きく分けられるが、周縁を山地に囲まれた半乾燥の内陸流域であ

るモンゴル高原が主体である。国土全体が高地であり、最高地点は北西部にある

アルタイ山脈の海抜4，374m、最低地点は南部の海抜552m、平均標高は1，580m、

首都ウランバートルの標高は1，351mである。

多くの高山は北部、西部にあり4，000m級の高山はKhuiten（4，375m）を筆頭に

3山、他に2，000mを越す山が4山ある。延長200kmを越す大きな河川は9河川

であり、最も長い河川はオルホン川（1，124m）である。山地の南斜面の河川は内

陸流域を形成し、外洋に出ることはないが、オルホン、セレンゲ川のみがバイカ

ル湖を経由し外洋に流出している。湖は主として北西部に散在し、ウブス湖（面

積3，350Km2）が最大である。その他に面積500を超す湖が5湖数えられる。

（2）気候

1）一般気象

気候は大陸性気候で、夏と冬との気温の年較差が大きく（－40℃～＋40℃）、

降水量は少ない。しかし、地域差も大きく、北西部の山地では森林を繁茂さ

せる程度の降水量があるが、モンゴル高原の中央部では革も十分生育できな

い半砂漠である。
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月平均気温は､ 1月は-20℃近くまで下がるのに対し, 7月では22℃以上に

上がる｡年降水量は一般に200mm以下であり,比較的降水量の多い北西部

でも300mmを越すことはまれである｡また,年降水量の75%は夏の3ヶ月

に集中するため､これを利用した農耕が行われている｡

(3)土壌

モンゴル国の耕地は栗色土壌(Dark Chestnut Soils and Chestnut Soils)が多い｡

この土壌はシルト質で,深さは30cm,土壌腐食含有率は3-4%, pHは6.0-7.0

である｡一般的にはこの土壌はカルシウム含量が高く,りん酸が不足し､水分保

持力が低く,風食を受け易い｡

このような土壌は作物栽培に適した土壌であるが,近年土壌有機物の減少,表層

土の風食が大きな問題となっている｡特に風食は, 1940年には耕地の38%が受

けていたが, 1990年には59%に拡大し,現在は70%に達している｡さらに風食

は耕地だけでなく草地にも広がっている｡

(4)植生

植生は地形,気候などの自然条件と概ね一致している｡

北西部山地では混交林が多く,モミ,トウヒ,ヒマラヤスギ,マツなどの常緑針

葉樹とカラマツ,シラカバ,ハコヤナギなどの落葉樹が混生しているo　しかし,

南に至るにつれ森林は減少し,ハンガイ山脈等の山地の南斜面では樹木はなく斜

面も谷底平野もプレーリー(長草原)となる｡東部山地にもカラマツ,モミ,ト

ウヒ等が見られる｡

南部とモンゴル高原上は森林がなくステップ(短草原)が卓越する｡特にモンゴ

ル高原の中央に当たるゴビは,植生の少ない半砂漠状を示している｡

2.1.2　社会経済環境

(1)人口･雇用

1999年末のモンゴル国の人口は約244万6千人であり,前年比1.38%の増加と

なっている｡なお､全人口の内､約28%にあたる約69万人が首都ウランバート

ルに住んでいる｡

人口構成ピラミッド型を示しているが,市場経済への移行時期から出生率が下がっ

たため､ 1999年末では9歳以下の人口は大きく下がり,ピラミッド型が崩れる傾

構を示している｡
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労働者の雇用状況は悪く、1997年には失業率8．1％にのぼったが、近年はやや改

善され、1999年には4．6％となったが、なお失業は社会の深刻な問題となっている。

労働者の産業別就業者構成を見ると、農業への就業者が全体の48．5％（従事者数

830万人）を占め、モンゴル国においては農業の重要性が明らかである。その他

の産業では、鉱工業就業者が漸減、商業関係就業者が漸増しているのが特徴である。

2．1．3　農業分野の現況

（1）概況

1）農業政策

モンゴル国政府による農業部門の中期的な総合開発目標（1999年～2004年）

は、農業生産の成長と効率性の促進、マーケテイング効率の改善、地域格差

の是正、食糧安全保障とその質の確保、社会的および環境的に持続可能な開

発の実現により構成されている。この政策には以下の項目が含まれている。

一　家畜の生産性と原材料の品質の改善

一　作物生産の回復

一　食糧消費ニーズへの対応

一　輸出志向型農産加工業の拡大

一　貧困の緩和および雇用創出活動の支援

一　土壌生産性および牧草地の家畜扶養能力の維持

この目標を達成させるために、農業食糧省は以下の役割を果たすことになっ

ている。

＿　農村向け融資および小規模プロジェクトの推進

＿　農家の食料調達力の改善

一　小規模潅漑の普及

＿　農村部における道路・輸送網の改善

一　組織および人員研修の強化

＿　農村開発の改善

2000年8月は新内閣が発足した。

新内閣の発足にともなって、農業産業省は新たに農業食糧省に名前が変更さ

れ、その主要施策には以下の項目が上がっている。

食糧安全の確保、家畜の増加、食品の安全性の確保、家畜保護、農業開発、
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種子の生産増加と保護、農地政策、水政策、新技術の応用、家畜防疫、農畜

産物の輸出入政策新政権によるこれらの主要政策は上記の中期的な総合開発

目標とはば同じであることから、基本的には従来の農業政策に大きな変化は

無いものと思われる。

2）農業生態区分

図2・1に示すように、モンゴル国の農業生態はモンゴルアルタイ地域、ハン

ガイ・フブスグル地域、セレンゲ・オノン地域、中央部・東部ステップ地域、

ゴビ砂漠地域の5地域と、さらに細分した18の小区分に分けることが出来る。

大区分別の環境特性を表2－1にまとめ、各小区分別の農業生産特性を表5－2

に示した。

図2－1農業生態区分図

表2－1大区分別農業環境特性

区分 地 域
面積

標 高
年 平 均 無霜 年 降 腐 食 そ の 他 の

比率 気 温 期 間 水 量 含 有 率 特 性

1 M o n g o lia n Al ta i 1 1 ％
1，7 5 9 ～

4，2 5 0
－ 1．2 5 ℃

7 0 ～

1 3 0 日
4 5 0 m m

0 ．8 ′）

3．0 ％

フル ン フル と呼

ば れ る 赤 黒 土 で

概 して 肥 沃 な 土

壌 が 多 い

2
H a n g a l－

1 7 ％
2 ，0 0 0 ～ － 6 ～ 7 0 ′＼ノ 20 0 ′、 1．5 ～

標 高 が 高 く、 深

い谷 と多 くの 湖

が あ る。K h u v s g山 3 ，0 0 0 － 1℃ 1 0 0 日 4 0 0 m 皿 2 ．0 ％

3 S e le n g e － O n o n 1 7 ％ 1，8 0 0 － 3 ．7 5 ℃ 9 0 ～

1 1 0 日
3 0 0 m m

1 ．8 へノ

2 ．5 ％

平 坦 地 で 、 氾 濫

原 で 穀 作 地 帯

4
C e n tra l a n d

E a ste rn S te p p e
1 8 ％
8 0 0 ～

1，4 5 0
1．2 5 ℃

1 3 0 ～

2 2 5 日
2 0 0 m m 4 ′－5 ％

肥 沃 な 黒 色 土

5 G o b iD e se rt 3 7 ％
8 5 0 ′）

1，1 5 0
1．2 5 ℃

1 3 0 日

以 上
10 0 m m

0 ．5 ～

0 ．8 ％

チ ャイ フル ブ ス

と呼 ばれ る 白色

の土
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表2－2　小区分農業特性

小区分 特　 性 主要放牧 家畜 作物 生産

1． モ ンゴルアル タイ地域 （西部地区）

1） ハル ヒラ ・トゥルゲ ン山地 乾燥 ステ ップ地帯 羊 、山羊 、牛の放 牧

2） アルタイ 中央部
山地 草原 ・

ステ ップ地帯
牛 を伴 うヤ ク放牧 、羊 ・山羊放牧

3） アルタイ南部 ステ ップ地帯 家畜放牧
飼料作 、港漑果樹 ・

メロン ・野菜

2． ハ ンガイ ・フブスグル地域

4） ハ ンガイ 中央部 山地地帯 ヤ ク、牛 の放牧

5） ブルナイ
森林 ステ ップ ・

乾燥 ステ ップ地帯
羊 、牛 の放牧 乾草生産

6） フブスグル 山地
タイ ガ・

森林 ステ ップ地帯
ヤ ク、 トナカイ、牛の放牧

7） ハ ンガイ西部 ステ ップ ・乾燥ステ ップ地帯 早生麦 、牧 草生産

8） ハ ンガイ南部 ステップ ・乾燥ステ ップ地帯 早生穀物 、飼料作

3． セ レンゲ ン ・オ ノン地域

9） セ レンゲ ボ盆地
森林 と

ステ ップ地帯
牛 ・羊 の放 牧 乾燥穀作

10）オ ノン低 山地 乾草 ステ ップ地帯 牛 ・羊 の放牧 天水穀作

1 1）へ ンティ 山
森林 と

ステップ地帯
牛放牧 天水穀作

12）ウルツ トウル
ステ ップ ・

乾草ステ ップ地帯
牛 ・羊 の放牧 早生穀作 ・飼料作

4． 中央部 ・東部ステ ップ地域

13）ハ ルハ 中央 中央部 ステップ地帯
羊 ・山羊 ・牛

の放牧

14）ケル レン ・クカ ヌール ステ ップ地帯 羊 ・牛 の放牧
条件 のよい年 に

天水穀作

15）メネン ・ダ リガ ンガ 乾燥ステ ップ地帯 羊 ・山羊 の放牧 天水穀作 、飼 料作

5． ゴ ビ砂漠地域

16）湖 沼低地
半砂漠 ・

乾燥ステ ップ地帯

羊 ・山 羊 ・ラク ダ

の放牧
港漑果樹 ・野 菜

17）ゴ ビ・アル タイ山地
ステッフ
半砂漠地帯

羊 ・山 羊 ・ラク ダ

の放牧
オ アシス港漑 農業

18）ガルピンゴビ 半砂漠 ・砂漠地帯
羊 ・山 羊 ・ラク ダ

の放牧
潅漑野菜 ・メロン
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（2）農業生産

1）経済に占める農業の位置

GDPに占める農業のシェアは、市場経済への移行以前の1989年は15．5％で

あったが、1999年は35．7％とその役割は増加した。農業部門の実質GDPは

1989年から1993年の間は年平均増加率はマイナス2．6％を記録し、その後

はプラス成長に転じ、1994年～1999年は年平均5％以上の高い成長率を示

し、モンゴル国経済における農業部門の役割は増加した。農業生産の内訳は、

畜産が89．8と高いシェアを示している。

就業人口を見ると、農業部門の雇用労働力は年々増加し、1994年の34万人、

全就業者の43％から1999年は40万人を突破し、全就業人口の48％を占め

るにいたり、雇用の面でも重要な役割を果たしている。

2）土地利用

モンゴル国の総面積は156万km2で、1989年は80％に相当する125．5万km2

が農用地として使用され、1999年は5万km2増加し、83％に相当する130．3

万km2となっている。

内訳をみると、農地面積の99％は自然草地が占め、耕地面積は僅かに1．1万

km2である。

1999年における作付面積は耕地面積の25％に相当する296千ヘクタールで、

1989年の837．9千ヘクタールをピークに年々減少した。作付面積の内訳は、穀

物（主に小麦）が94％、バレイショ3％、野菜1．6％、飼料作物0．6％であった。

穀物の作付面積は1989年の673千ヘクタールをピークに急激に減少し、1999

年はピーク時の半分以下の279千ヘクタールに減少した。一方、野菜の作付

面積は1989年の4．2千ヘクタールをピークに、90年代の前半は半分に落ち

込んだが1997年以降増加し、1999年は1989年のピークを上回る4．8千ヘ

クタールを示した。

飼料作物の作付面積の減少は著しく、1988年の169千ヘクタールをピークに

1999年は僅かに1．7千ヘクタールとなった。

バレイショの作付け面積は1989年以降の落ち込みは比較的低く、1999年は

ピーク時の約70％に相当する8．8千ヘクタールと徐々に回復している。
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3）農業生産

全ての作物の生産量が89年以降急速に減少した。1999年の生産量はピーク

時の、穀物で19％、バレイショ41％、野菜66％、飼料作物1％であった。

穀物、飼料作物の生産量の減少傾向は継続しているが、野菜、バレイショは

90年代後半になって生産量は増加傾向にある。

作物生産の減少は、上記した生産面積の減少ばかりでなく、単位面積当たり

の収量の著しい減少に起因している。収量の減少は市場経済移行後の肥料、

農薬等の生産資材不足あるいは価格の上昇、潅漑施設の破壊等が原因となっ

ている。主な作物収量の減少割合は、穀類でピーク時の40％、バレイショ59％

となっていた。

（3）灌漑

モンゴル国の潅漑面積は、全耕地の約5％に相当する56，700baであった。潅漑面

積の76％に相当する43，000haは、国営農場を中心とした大規模機械化システム

が整備された港漑畑で、全国に156ケ所設置されている。残りの13，700haは小

規模で低コストの潅漑施設によるものである。これらの潅漑畑は主にゴビアルタ

イ、オプス、セレンゲ、ホプド県など北部、中央部、西部に多く分布する。

かつては、潅漑畑の50～60％で飼料作物、10～20％で穀物、野菜とジャガイモは

10～12％栽培されていた。現在は小規模潅漑畑を中心に野菜、バレイショ、果樹

など利潤の高い作物の栽培が増加し、穀物が2％、ジャガイモ20％、野菜は10％

と変化している。

モンゴル国での潅漑は塩類の集積が発生し問題となっている。特に中央地域の草

原地帯、谷間の集水地は土壌中への塩類集積が大きな問題となっている。

モンゴル国の潅漑施設はソ連の援助により建設したものが多く、現在は外貨不足

のため潅漑施設の保守部品や稼動に要する燃料類を調達出来ずに、大規模潅漑畑

の約50％が稼動不可能となっている。

近年イスラエルおよび韓国などの技術協力により、野菜・果樹栽培用にドリップ

潅漑が大学および試験場などに導入されている。その価格はイスラエル製でヘク

タールあたり1，700ドル、韓国製が1，000ドルと高価であるため一般農家には殆

ど普及していない。
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（4）流通

モンゴル国の市場制度は日本のように小売、卸売の明瞭な制度的な区別がない。

ウランバートルの10ケ所の市場のうち、Khuchitshonkhor市場とMars市場と

が主に卸し売り市場の役割を果たし、他の8ケ所の市場は小売を主としている。

したがって、遠隔地の農家からの野菜、バレイショは卸売市場に送られ、そこで

直接小売されるか、他の8市場の小売業者、レストラン、ホテル、軍、政府関係

など大口需要者に販売されたり、民間仲買業者、野菜生産会社が保有する倉庫に

運ばれ、入荷の少ない冬期に市場へ出荷される。

近郊農家からの野菜、バレイショの多くは、卸売市場を経由しないで、大口需要者

に販売されたり、小売市場もしくはキオスクとよばれる小売店で販売されている。

市場での野菜の価格は、8月から11月が出盛りで、12月から翌年の7月にかけ

ては入荷が減り、価格が上昇する、特に7月の価格は高くなっている。8月から11

月は国内産の入荷が多く、端境期の価格が高い時期に中国産の野菜の入荷量が増

加する。

（5）野菜の消費

野菜の消費は1989年の一人当たり消費量23kgを境に市場経済移行後急激に減少

し1994年は4．8と4分の1以下となった。その後「縁の革命」以降は年々増加

傾向にあり、1999年は12kgとなった。バレイショも同様に90年代の初期はそ

の消費が急激に減少し、1999年は17kgと急速に消費は伸びている。

2．1．3　畜産分野の状況

（1）概況

1）経済に占める畜産の役割

モンゴル国は、これまで歴史的に遊牧社会を基本として発展してきた国家で

ある。モンゴル国の社会体制は旧ソビエト連邦の影響力が無くなった1989

年後半以降、社会主義体制から市場経済体制へと移行中であり、牧畜部門に

おいても、家畜所有権がネグテル（旧体制下での農牧業協同組合）から個人

牧民への移行、大規模畜産農場の解体といった、大きな変革に直面している。

しかしながら、牧畜部門は現在においても、依然としてモンゴル国経済の主

要な位置を占めている。すなわち、近年、畜産業が全モンゴル経済に占める

割合は、労働人口の約50％、GDPの35％そして輸出総額の30％を占めてい

る。
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2）家畜飼育頭数

家畜頭数は1950年代から1980年代まで羊換算（注1）で4，700万頭とはば

一定水準で移行してきた。しかし、1980年代後半になって、第8次国家開発

5ケ年計画の下、牧畜業の生産拡大に重点がおかれたため1995年には5，900

万頭にまで増加した（1999年モンゴル農業統計）。さらに、1999年には7，000

万頭に近付き、過放牧という深刻な問題を投げかけるようになってきている。

また、最近の傾向をみると、カシミヤ素材価格の上昇から、採算性の高い山

羊の飼育頭数が1988～98の10年間で毎年平均増加率9．1％と急増している

（FAO統計）。

他方、非反すう家畜の場合、1980年代になって都市を中心に豚肉、鶏肉／卵

に対する需要が増加したため豚、鶏の飼育が奨励促進され、1990年にはそれ

ぞれ13．5万頭、35万羽と過去最高となった。しかしそれ以降には、社会体

制の移行に伴って進行した経済の混乱下で、配合飼料生産の停止を初めとし

た大規模飼育に対する環境条件の悪化から急激に減少し、現時点においても、

回復傾向は見られていない（1999年FAO統計）。
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第3章　東部地域農牧業開発計画

3．1　背景

モンゴル国は市場経済移行以前には穀物が多く生産され、穀物輸出国であった。しか

しながら、1989年以降は急速に減少し、1999年の穀物生産は1989年の生産量の約20％

に減少し、穀物自給率は約50％に低下し、穀物輸入国となった。

モンゴル国の最東南に位置するドルノド県は肥沃な土壌に恵まれ、1989年以前は一大

穀物生産地で、1989年の生産量は全国生産量の8％に相当する6．7万トンを生産した。

これは1999年の全国生産量の40％に相当する。しかしながら、1989年以後生産が急

速に減少し、1999年の穀物生産量は1989年の5％に相当する0．3万トンに減少した。

モンゴル国の主要産業は農牧業で農業生産の約90％を占めているが、現在は国の牧養

力の限界である。羊換算で6，500万頭を超え、7，000万頭になっていることから、こ

れ以上の開発は期待できない。

モンゴル国の西部および中央部は農牧業が盛んで、特に牧畜はほぼ牧養力の限界に達

し更なる開発は望めない。一方J東部地域は人口密度が0．66人／km2と全国平均の約

4分の1と低く、肥沃で穀物生産可能な土地が放棄され、大規模な農業開発が可能で、

開発することにり多くの雇用の創出および穀物自給力の向上が見込まれる。

3．2　　地域の概況

（1）自然状況

ドルノド県はモンゴル国の最東端に位置し、東は中国、北はロシアに接している。

面積は12．35万km2で、県都はチョイパルサン市である。

地形は北東と南西の山岳部を除いて東側にごく緩やかに傾斜する高原であるが、

標高は大部分が1，000m以上の高原であるモンゴル国では最も低く、500～800m

の標高が大半を占めている。起伏は乏しくて、広大な平原をなしている。このよ

うに標高が相対的に低い平原地形のため、温度条件はモンゴル国では比較的恵ま

れていて、ウランバートルや中北部の農業地帯に比べると、年間を通じて月別平

均温度が2℃程高く、7月には20℃に達する。反面、降水量はやや少なく年平均

で約250～300mmである。

主要な河川としては、ヘルレン川が県中部を東西に貫き、北東部にはウルツ川が、

南東部にはハルハ川が流れている。ヘルレン川はウランバートルの東にあるヘン

ティ山地に源を発し、モンゴル東部を東西に流れて中国のダライ湖に注ぐ全長

1，264kmの川で、モンゴル国領内の長さは1，090km、ドルノド県はその下流部に
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あたる。ウルツは全長392kmでロシアのトール・ヌー湖に注ぐ、ハルハ川は全長

233kmで中国との国境にあるボイル湖に注いでいる。

このような地形と気候条件により、平原部にはドルノド・ステップといわれる乾

燥地草原が広がっていて、土壌は栗色土ないし明色栗色土が大半を占める。栗色

土はごく表層のpHは中性に近いが、深層になるにってれて高くなるのが特徴で

ある。炭酸カルシウム含量は場所によって変異が大きい。腐植含量は2．5～3．5％

のことが多い。明色栗色土は性質が褐色沙漠・草原土に似ていて、表装からすで

にアルカリ性であり、pHは深くなるにつれて上昇して8．5～9．0％に達することが

ある。炭酸カルシウムは表層から出現することが多く、下層では含量が35％に達

することもある。腐植含量は栗色土よりも低く、1．5～2．0％である。栗色土およ

び明色栗色土とも土壌中の有効養分に乏しく、無機態窒素は土壌100g中1mg内

外、リン酸含量は2．0～2．5mgである。その他、ハルハ川流域には黒色草原土が分

布していて、自然肥沃度は栗色土よりも高い。河川氾檻原の土壌は沖積土である

が、水分が高いために表層には腐植が多く集積している。

（2）産業

ドルノド県の人口は約9万人で、そのうち約5万人が県郡のチョイパルサン市に

集中している。チョイパルサンはロシアのBorzayaに通じる鉄道の起点で、古く

から通商の要衝として栄えてきた。ここには発電所、肉加工工場、羊毛工場、じゅ

うたん工場、製粉・飼料工場などがあって、東モンゴル国の農畜産加工の中心で

ある。また、近くのAduun－Chuluun炭鉱からは年間60万トンの石炭を産出し、

最近はドルノド県でアメリカとの合併により石油探査が行なわれており、もし有望

な油田が発見されれば、チョイパルサンは工業都市としてさらに発展が期待される。

農業は小麦作が中心であって、主として県の東部および南東部および南東部に広

がるウルツ、ヘルレン川、とくにハルハ川流域の標高の低い平原で作られており、

ソ連崩壊前は35，000haに達したが、市場経済への移行に伴う混乱のため、現在

は15，000haまで落ち込んでいるという。小麦以外の主要農産物は馬鈴薯である

が、チョイパルサン市を中心にしてヘルレン川の沿岸で作られている。ソ連崩壊

前まではドルノド県の小麦および馬鈴薯生産はそれぞれ全国の5％、2．5％を占め、

いずれも18県中第6位であった。

家畜は県全体で総計約90万頭飼育されているが、牛・馬・羊が主体で山羊・ラク

ダは比較的少ない。これらの家畜はみな自然草地における移動放牧で飼育されて

いる。
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（3）灌漑プロジェクトの状況

ドルノド県は標高が低く平均気温が高い点や雨量が多い点、水源河川の流量が豊

富な点等の農業に対する有利な立地条件を有しており、モンゴル国における農業

生産基地としての発展が強く期待されている。

農業はチョイパルサン周辺のヘルレン川沿いや県東部のハルハ川沿いで盛んに行

なわれており、小麦や食糧油脂作物、飼料作物が栽培されている。プロジェクト

の面積も200ha程度のものから38，000haのものまで様々ある。いずれも港漑施

設を備えており、ポンプを使用した潅漑プロジェクトも数多くみられる。

しかし、最近の市場開放政策等の影響により、各農業プロジェクトでは維持管理

費の不足、技術者の不足、設備の老朽化等で潅漑施設を始めとする農業施設全般

の有効な推持・運営に支障を来しており、生産性の向上に結びついていないのが

現状である。

ドルノド県では以下の潅漑プロジェクトが考えられている。

地 区 名 面積 （h a） 内　　 容

ヘル レン川右岸地区 10，0 00 新規地区 ・重 力潅漑

ヘル レン川左岸地区 250 ポ ンプ灌漑 施設改修

ハルハ川左岸地区 38，0 00 重力灌漑 施設改修

3．3　　計画調査の基本的な考え方

東部地域農牧業の開発に対しては、最近、農業食糧省が担当し、FAO、ADBなどの国

際機関と協力して協力プロジェクトを策定しているが、実施に至っていないものが多い。

このため、この地域のマスタープランを策定し、各機関と協力して、実施のプライオリ

ティを策定、プライオリティの高いプロジェクトから実施することが緊急の課題である。

その対策としては次のことが考えられる。

1）灌漑排水の更新および新設、潅漑排水システムの合理化

2）合理的な土地利用計画の策定

3）効率の良い農業市場システムの構築

4）農業支援システムの再構築

5）小規模私有地農家に対する農業資金システムの改善

6）草原開発のための研究施設の再構築
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（1）目的

この調査は次のように考えられる。

1）この地域における持続可能な農産物の生産強化のための総合的な農業農村総

合開発計画の基本的な開発計画を策定し、モンゴル国側と協力して、開発計

画の中に含まれる種々のプロジェクトの優先順位付けを行ない、最優先プロ

ジェクトの中からパイロットプロジェクトを選定する。

2）選定された優先プロジェクトについて、フィージビリティレベルの調査を実

施し、技術的、経済的、財務的可能性を明らかにし、すべての点で良好なも

のをパイロットプロジェクトとする。

3）調査の過程において、カウンターパートに対し、技術移転を行なう。

（2）調査の対象地城

東部地域を対象とする。

（3）マスタープラン調査

調査はPhaseIおよびPhaseⅡからなる。

1）マスタープラン調査（PhaseI）

この調査は調査地域の現況およびこの地域の開発を阻害している問題に対し、

モンゴル国農業食糧省および関係省庁と協力して持続可能な具体的な対策を

作成し、農業農村開発のマスタープランを策定する。マスタープランの中の

個々のプロジェクトの優先順位付けを行ない、優先プロジェクトの中からパ

イロットプロジェクトを選定する。

このために、データ、情報をできるだけ収集し、分析を行なうとともに、既

存の開発計画をレビューし、問題点の解析およびその対策を作成する。その

際、地域的条件別（気候、地形、標高など）および小セクター別（営農、畜

産、普及、加工処理、マーケット、農業研究組織、農民組織、潅漑排水、農

道、給水など）に問題点を整理、分析を行ない、持続可能な具体的なプロジェ

クトを策定する。優先順位付けの規準はできるだけ客観的に設定する。速効

性、効果的であり、モンゴル国農業地域のモデルになりうるものから選ぶこ

とが必要である。
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2）フィージビリティ調査（PhaseⅡ）

1）の手順をふんで選定されたパイロットプロジェクトに対し、フィージビリ

ティ・レベルの調査を実施する。（詳細は添付資料のTermsofReferenceofthe

Master Plan Study on theIntegrated Agriculture and Livestock

DevelopmentontheEasternRegionofMongolia（Draft）を参照されたい。）

3．4　　総合所見

農業生産体制の再構築にとって最も重要と思われる点は、農業の改革によって、農民

が、市場経済の中で如何にして自立していくかである。

今までの体制の中で経営意識の薄かった農家の意識を変えていくという問題も重要な

ファクターであるが、基本的には持続可能となるような農業生産整備が必要と考えら

れる。潅漑農業に必要な施設はある程度存在するが、維持管理が不十分なため、利用

効率はかなり低下している。これらの施設を新設・更新し、有効に利用し、新たに構

築する農業生産体制に組み込むことは緊急的課題である。生産体制の再構築には、ハー

ドの分野として、潅漑排水施設の整備、道路、ソフトの分野としては、集荷場、貯蔵・

加工施設、農業研究組織の再構築、農民意識の改革、農業組合および水管理組織の再

構築、流通機構等改善すべき点は多々あるが、農業開発を促進する上でここにあげた

マスタープラン調査を行なうことは極めて重要と考えられる。

〈技術的可能性〉

個々の技術についてはある程度の水準にあると考えられるが、今後、マスタープラ

ンのような全体計画を立てる上で外国の技術協力が必要となってくると思われる。

基本的な建設技術、管理技術および研究の蓄積はある程度あるように感じられた。

カウンターパートとしての相手国政府技術者の技術力に関してはプロジェクト遂行

上、全く問題ない。

〈社会・経済的可能性〉

モンゴル国の農業部門は厳しい自然環境にあるが、伝統的な重要な生産部門で1999

年では純生産で全部門の35．7％および労働人口の48．5％を占め、生産は停滞、むし

ろ穀物の生産は減退している。農業の生産性を向上させるためには、農業に適して

いる地域に潅漑排水施設、農業支援体制の整備を促進することは主要穀物の増産を

可能にするためには極めて緊急の課題で、モンゴル国農業にとって非常に大きな効

果が期待される。

〈現地政府〉

当プロジェクトの担当の農業食糧省はモンゴル国政府内でも強力な組織の一つであ

る。東部地域の農業生産体制の改善は市場経済を活性化するのみならず、モンゴル

国の経済発展の面からも極めて重要で、国家経済の安定には必須の課題である。
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1）調査団員の略歴

金津　昭治

〔職　歴〕

昭和29年

昭和29年

昭和50年

昭和51年

昭和52年

昭和53年

昭和55年

昭和57年

東京大学農学部農業工学科卒業

農林省入省（農地局建設部設計課）

構造改善局計画部地域計画官

乗海農政局計画部長

構造改善局施工企画調整室長

国際協力事業団農業開発協力部長

関東農政局建設部長

（株）パシフィック　コンサルタンツインターナショナル入社

取締役農水事業部長、取締役コンサルティング事業本部副本部長、

第二事業本部副本部長、技師長圭を経て、農業開発部、

農学博士（東京大学）、技術士（農業土木）

この間に、総理府資源調査会専門委員、東京教育大学農学部講師、東京農業大学客員教授、

技術士本試験試験委員（農業工学）、（社）農業土木学会理事・海外委員会委員長のち関東副

支部長、（財）日本農業土木総合研究所理事のち監事、（社）農業教育研究協会理事、全国農

業土木技術連盟関東支部長、ADCA運営委員会委員などを務める。

〔業務歴〕

昭和42～56年

昭和57～58年

昭和59～60年

昭和60～61年

昭和61～63年

昭和63～平成元年

平成2～3年

平成4～5年

平成6～7年

平成8年

平成8～9年

平成9～13年

マレーシア、ラオス、アフガニスタン、パラグアイ、インドネシア、ネパ

ール、タンザニア、フィリピンに調査団長として参加

シェラレオーネ国ロンベ沼地農業開発計画実施調査団長

ホンデュラス国アグアン川流域農業開発計画実施調査団長

チt」国マポーチョ川流域農業開発計画実施調査団長

コロンビア国キンディオ盆地農業総合開発計画実施調査団長

コロンビア国アリアリ川農業総合開発計画実施調査団長

ブータン、エクアドル、コロンビア、メキシコ、ニジェール、マリ、ケニ

ア、ウガンダ、タンザニアに事前調査団長として参加

グアテマラ国フティアブ県農牧業農村総合開発計画実施調査団長

ブータン国ウォンディフォドラン県地下水開発実施調査団長

インドネシア国アンブレラ協力計画策定調査団長

インド国タミルナド州溜め池改修計画調査団長

インド、パキスタン、ブータン、アルメニア、アゼルバイジャン、グルジ

ア、ウクライナ、モルドバ、バングラデシュ、ギニア、ガンビア、ペナン、

トーゴー、ウズベキスタン、トルクメニスタン、スリランカに事前調査団

長として参加
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2）調査日程及び調査員の経歴

日程 表 調 査 員名並 びに経 歴
日数 年月 日 出発地 到着 地 宿 泊地 備 考 調査 員名 経歴

1

平 成 13

9月2 日

年

日 成田

ウランバートル

ダルハン

ウランバートル

ダルハン

ウランバートル

ウランバートル

l′

ダルハン

lI

ウランバートル

出国（JL951 10：00成田発一一12：20 ソール着、O M 302 14：05尭一一
17：15発ウランバートル） 金津　昭治 別紙のとおり

平成元年12月

サンハロウロ大学農学部卒業

平成3年3月

東京大学大学院農学部修士課程修了

平成7年3月

東京大学大学院農学部博士課程修了

平成7年4月

（株）ハ○シフイツクコンサルタンツインターナショナルに入社

現在 農業開発部勤務

2

3

4

5

9 月3 日

9月4 日

9月5 日

9月6 日

月

火

水

木

日本大使館・JICA 事務所、農業・食糧省政策・企画部で打合わせ

モンゴル大学附属農業試験・訓練所で打合わせ

現地調査

現地調査

（総括・農業開発）

中瀬 大

（農業開発）

6 9月 7日 金 ウランバートル チヨイバルサン チヨイ／くルサン 農業・食料省ドルノド県事務所で打合わせ、現地調査

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

9 月8 日

9月9 日

9月 10 日

9月 1 1日

9月 12 日

9月 13 日

9月 14 日

9月 15 日

9月 16 日

9月 17 日

9月 18 日

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

チヨイパルサル

′＼ル／＼ン

チヨイパルサル

ウランバートル

／＼ルハン

チヨイ／くルサン

ウランバートル

成田

ハルハン

チヨイ／くルサン

チヨイ／くルサン

ウランバートル

▼l

〃

ll

〃

Il

■I

現地調査

移動

農業・食料省農地・機械・技術部で打合わせ

資料整理

農業産業省と打合わせ

資料整理

資料整理

日本大使館・JICA 事務所に報告、農業・食糧省と打合わせ

（O M 301 12：05ウランバートル発－－15：05ソウル着－－JD 250 18：10ソ
ウル発－－20：25成田着



3）面談者リスト

ListofPersonMetDuringthePrqjectFindingSurvey

EmbassvofJat）aninMonど01ia

Ml．HiroshiFUKASAWA

Jat）aninternationalCoop

Mr．KenjiMATSUMOTO

Mr．AbraSHIMZU

FirstSecretaryofEmbassyofJapan

ratlOnAどen

ResidentRepresentativeofJICAinMongolia

AssistantResidentRepresentativeofJICAinMongolia

MinistrvOfFoodandAEriculture

Mr．NASANJARGALDarjaa

Mr．D．TERBISHDAGVA

Mr．DAVAADORJ Gochoo

Mr．NERGUIDoljin

Mrs．BURMAABadral

Mr．Ch．PUNTSAGSUREN

Mr．JADAMBAABazariin

PlantScienceandl

Mrs．D．TSERMAA

MinisterofFoodandAgriculture

Vice－MinisterofFoodandAgriculture

DirectorofStrategicPlannlngandPolicyDepartment

DirectorofthePolicyImplementationandCoordination

Department

DirectoroftheDepartmentofAgriculturalLands，

MechanicsandTechnology

HeadofPolicyPlannlngDivision

DirectoroftheAgricultureDepartmentofDornOdProvince

ulturalResearchInstitute・Monど0）ianAgricl〕

ViceDirectorofPSARIinDarkhan

HalhどOICitv－DornOdProvince

Mr．hrUNGUNSHAGAI MayoroftheHalhgoICityinDornodProvince

MitsubishiCorporation

Mr．Gakuji“George”SHIBATA PrcjectCoordinator，PrqjectDept．

OsakaCashmereCO．．Ltd．

Mr．SatoshiWATANABE

Jat）anMonど01ianJ／VTuvaCom

Mr．Ch．ZEVEG

M土．ShaariinDAGVADORJ

Representative

Representative

DirectorRepresentative
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4）収集資料リスト（引用参考資料を含む）
件名：平成13年度　モンゴル国東部地域農牧業開発計画

番号 資料 名称 発行機関 発 行年 月 概略 内容

1 M 0∩golian StatisticalY ea｢book 2000 N ational StatisticalO ffice of M o ngolia 200 1 各種統計

2 M ongolian StatisticalY earbook 1999 N ational Statistical O ffice of M ongolia 2000 各種統計

3 M ongo lian StatisticaーY ea｢book 1997 N ational StatisticalO ffice of M ongolia ー998 各種統計

4 M 0∩go lia‥Its M ine｢al R eso∪rces & Law I.T rifonov / Y .K rouchkin 2000 モンゴル国の鉱物

5 S pecial P rotected A reas of M ongolia G overnm ent R egulatory A gency 2000 モンゴル国の環境 保全地区

6 M ongo lia E∩CyC暮op ed ia Y .K rouchkin June 2000 モンゴル国の概 要､政治 ､国際関係､計画 ､法律等

7 P hysical M ap of M ongolia S tate A dm inist｢ation of G eodesy and C artography 2000 縮 尺 1/2▼500 ,00 0全国地図
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5）参考資料

モンゴル国の作物収穫、牧草収穫及び飼料確保の情報

第二回会議

2001年の全国の収穫

面積（b a） 収穫量（ton） 生産性（to n／h a）

選 別収穫1 6 3，00 0

直接収穫2 26 ，20 0

小麦 2 7，60 0 4 9，9 0 0 0．9 3

ジ ャガイモ 1，7 0 0 12，4 0 0 7．2

野菜 1，3 0 0 10，8 00 7．3 5

予定されていた牧草の生産は640，200トンと飼料の生産が274，200トンの内、

今年は牧草497，600トンと飼料11，400トンが生産された。

2000年との比較

面積（ha） 生産性（ton／h a）

選別収穫 19，800 多い

直接収穫 13，800 多い

小麦 10，400 多い 0．11 多い

ジャガイモ 342 多い 1．5 多い

野菜 664 多い 0．9 多い

7月と8月が暑かったのと降雨量の不足によって収穫は県によって差があった。

今年の小麦は粒が小さく品質に掛けている。

2002年度のために準備された土地は270，400haであるが、300，000haを耕作

する予定。そのため、17，500kgの種子が不足すると予想される。

2001年には種子不足のため、準備されたものの耕作されなかった土地があった。

例えば、TOB県UGTAALでは300haで小麦を作り、2002年のために7，070ha

を準備した。

1乾燥が不十分であるため、小麦を刈り取り、圃場で乾燥させ、収穫する。
2乾燥が十分であるため、直接収穫する。
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2001年の生産量の70％は2002年のための種子として使用される予定。

種子セミナー

2001年7月にDARKHAN（研究所）で種子の改善に関するセミナーが開催さ

れた。

農業大臣〟94法令によると全国の12県、18郡、36農家の14，845haで種子

の品質コントロールを予定し、その種子は政府が購入する。そのため、9農家の

倉庫を準備中。

セミナーでは種子の引渡し時期を設定した。又、種子購入のための融資制度も

再検討されている。

燃料

モンゴルで燃料不足が予想され、収穫に影響を与えないような体制を整える。

道路

157箇所に設置されている秤の内、115が準備された。

現在行われている道路改修工事は順調に進んでいる。

電気

電気料金を払わないため、カットされるケースが多発。それが収穫に影響する

可能性があるので、収穫時期にはカットを避ける。
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SELENGE県

2000年収穫

面積（ha） 収穫量（ton） 生産性（ton／ha）

選別収穫 26，600

小麦 24，700 2 5，400 1．03

牧草 48，000

2002年度のために準備された土地：128，900ha

小麦の販売価格：130，000T／ton

種子管理が行われた面積：4，518ha

2000年収穫

面積（ha） 収穫量（ton） 生産性（ton几a）

選別収穫 10，200

小麦 6，200 3，700 0．6

ジャガイモ 31 173

野菜 21 102

牧草 25，400

飼料 2 17

2002年度のために準備された土地：85，000ha

種子管理が行われた面積：2，510ha

DARKHANUUL県

2000年収穫

面積（h a） 収穫量（ton） 生産性（ton／h a）

選別収穫 580

小麦 5，868 4，700 0．8

牧草 26，100

2002年度のために準備された土地：14，400ha
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BULGAN県

2000年収穫

面積（h a） 収穫量（ton） 生産性（ton仇a）

選別収穫 18，200

小麦 6，300 7，700 1．2 1

ジャガイモ 133 1，040

野菜 50 400

牧草 5 1．2

2002年度のために準備された土地：26，100ha

種子管理が行われた面積：1，752ha

HENTHII県

7月から8月に雨が不足し、農業生産に影響を与えた。

2000年収穫（9月までの）

面積（h a） 収穫量（ton） 生産性（ton／ha）

選別収穫 100

小麦 800 300

2002年度の種子不足が予想される。

UWS県

2002年度のために準備された土地：5，500ha

種子管理が行われた面積：40ha

2002年に必要になる種子の50％は生産される予定。
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HUWSGUL県

2000年収穫

面積（ha） 収穫量（ton） 生産性（ton／h a）

選別収穫 3，500

小麦 2，400 3，100 1．27

ジャガイモ 22 1

野菜 177

牧草 72，500

飼料 876

2002年度のために準備された土地：8，500ha

種子管理が行われた面積：967ha

2000年収穫

面積（b a） 収穫量（ton） 生産性（ton仙a）

ジャガイモ 28

野菜 49

牧草 55，000

飼料 800

2002年度のために準備された土地：2，500ha

種子管理が行われた面積：231ha

2002年に必要になる種子の70％は生産される予定。

添・9
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Grain Harvest

P ro v inc e H a rv e st

A re a （ha）

S e Le ctive H a rv e st （ha） G ra in （ha） D ire ct T o ta l H a rv e st （ha） H a rv e st （to n） P ro d u ctiv ity

（10 0 k g／ha）T o ta l VV h e a t T ota l W he a t H a rve st （ha） （ha） （％） T ota l W he a t

2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 12

A rh a k n g a i 1，50 0 1，3 0 0 1，30 0 1，02 0 1，020 1，0 2 0 6 8 ．0 7 0 7 7 0 7 6．9

B a y a n－O lq ii 3 0 1 0 3 3 ．3 15

B u lg a n 2 7，65 2 18 ，26 0 18 ，26 0 4 ，39 8 4 ，39 8 1，97 8 6，37 6 2 3 ．1 7，72 1 7 ，72 1 1 2．1

G ov i－A lta i 5 5 9 4 5 9 2 2 1 3 9 ．5 4 7 3 4 14 1 0．3

D o rn o d 4 ，49 0 6 0 0 6 0 0 6 7 0 6 7 0 14 ．9 3 7 4 3 7 4 5．6

Z a v kh a n 2

O vo rk h a n g a i 2 ，50 9 3 9 0 3 9 0 15 ．5 2 4 0 2 4 0 6．2

S u k h b a ata r 10 0

S e le ng e 9 0 ，32 5 2 6 ，62 8 2 6 ，62 8 15 ，00 7 1 5，00 7 9 ，7 15 2 4，72 2 2 7 ．4 2 5 ，40 0 2 5，40 0 1 0 ．3

T o v 2 8 ，04 9 1 0 ，28 0 10 ，28 0 3 ，4 0 6 3，40 6 2，86 3 6，26 9 2 2．4 3 ，78 8 3 ，6 17 6 ．0

U v s 3 ，18 8 1，38 9 1，38 9 4 3 ．6 1，0 13 7 6 6 7 ．3

K h o vd 1，3 6 7 14 0 14 0 1 0．2 15 0 3 10 ．7

K h o vs g o l 7 ，3 1 8 3 ，58 8 3 ，5 8 8 1，64 1 1，63 9 8 0 3 2，44 4 3 3．4 3 ，10 9 3 ，10 5 12 ．7

K h e n tii 6 ，9 7 7 3 2 0 3 2 0 2 0 0 2 0 0 2 ，50 0 2 ，70 0 3 8 ．7 1，26 5 1，26 5 4 ．7

D a rk h a n－U u r 12 ，8 6 1 5 8 0 5 8 0 5 8 0 5 8 0 5 ，28 8 5 ，86 8 4 5 ．6 4 ，69 3 4 ，69 3 8 ．0

O rk h o n 2 ，16 4 1，48 4 1，4 8 4 1，38 8 1，38 8 1，38 8 6 4 ．1 9 8 3 9 8 3 7 ．1

T O T A L 18 9 ，09 1 6 3 ，04 0 6 3 ，04 0 2 7 ，64 0 2 7 ，63 8 2 6 ，19 5 5 3 ，60 7 2 8 ．5 4 9 ，93 1 4 9 ，2 8 8 9 ．3

Q u a ntity in 2 0 0 0 19 0 ，03 3 4 3 ，18 5 4 2 ，18 5 17 ，15 7 17 ，15 7 12 ，32 7 2 9 ，48 4 1 5 ．5 2 4 ，11 8 2 4 ，11 1 8 ．2



HarvestofPotatoandVegetable

P rovince P otato                          v egetable

C u ltivation H arvest % Esti m ated H arvested P roductivity C ultivation H arvest % E sti m ated H arvested P rod uctivity
A rea (ha) A rea (ha) P roduction (ton) (ton) (1 00 kg/ha) A rea (ha) A rea (ha) Productio n (ton) (ton) (1 00 kg/ha)

A rhakngai 280 23 2,400 97 120 12.4 1 ,020.0 68.2 55.0
Bayan-O lgii 199 98 49.2 1 ,862 882 90.0 56 40.0 71.4 460.8 332.0 83 .0
Bayan khongor 80 495 6 1 43 310.9 17 .5
Bulgan 375 133 35.5 3 ,350 211 1 ,040 .8 137 50.0 36 .5 1,162.8 400 .5 80.1
G ovi-A ltai 177 34 19.2 1 ,438 2 19 64 .3 145 30.6 21.1 1,177.0 185 .7 60 .7
D ornogovi 22 143 31 400 .2
D ornod 2 18 16 7.2 1,113 117 102 23.8 23 .3 609 .6 180 .9 76 .0
D undgovi 35 104 32 63 .8
Zavkhan 176 1 ,725 99 1,106 .0
O vorkhangai 95 42 44.5 1 ,407 360 85 .1 74 15.0 20 .3 522 .0 112 .0 74 .7
O m nogovi 166 700 123 48 600 .0 152.6
S ukh baatar 22 177 15 57 .0
S elenge 968 394 40.7 6 ,512 3,026 76.8 748 431.1 57 .6 8,878 .0 3 ,667.5 85 .1
Tov 2,6 19 3 1 1.2 15 ,712 173 55.6 1,615 21.0 1.3 1 1,308 .0 102.6 48.9
U vs 149 2 1 14 .1 1 ,493 131 62.4 9 1 9 .0 9.9 725 .0 79.0 87 .8
K h ovd 644 60 9.3 4 ,509 530 88.4 379 80.0 2 1.1 2,896 .0 760.5 95 .1
K hovsgol 165 39 23.5 1 ,988 222 57.3 111 32.1 28.9 888 .0 177.4 55.3
K hentii 372 115 30.8 1 ,825 703 6 1.4 138 65 .1 47.2 764 .0 34 1.7 52.5
U laanbaatar Kh 1 ,222 678 55 .5 1 0 ,976 5,244 77.3 643 341.4 53.1 5,654.0 2,998.0 87.8
D arkhan-U ur 429 26 6 .0 3 ,69 1 206 80.3 600 81.4 13.6 7,56 1.0 793.3 97.5
O rkhon 245 20 8 .2 2,18 1 142 7 1.0 270 69 .0 25.6 2,520.0 503.0 72.9
G ovisum ber 9 28 3 22.0
T O TA L 8 ,667 1 ,729 19 .9 63,829 1 2,444 72.0 5,500 1,301.9 23.7 48,706.1 1 0,872.4 83.5
Q uantity in 2000 1 0,652 1 ,388 13 .0 67,974 12,192 87.9 5,633 637 .4 ll.3 47,2 1 4.0 47,214.0 740.7



HarvestofPastureandAnimalFeed

P rovince N atura］Pasture （ton） A nim a lFeed　to n）

Ta rget H a rveste ％ Ta rget H a rveste ％

A rhaknga l 6 1，50 0 55，00 0 89．4 26，300 800 3．0

B ayan－0 厄ii 22，50 0 34，790 154．6 9，700 282 2．9

B ayankhongo r 4 1，800 390 0．9 17，900 79 0．4

B u厄an 38，900 5 1，213 13 1．7 16，700 73 0．4

G ovi－A ltai 3 0，100 2，678 8．9 12，900 118 0．9

D o rno govi 23，600 0．0 10，100 0．0

D o rno d 2 2，500 23，100 10 2．7 9，700 2 0．0

D undgovi 23，000 250 1．1 9，800 3，250 33．2

Z avkhan 3 6，600 14，218 3 8．8 15，700 210 1．3

O vo rkha ng ai 4 2，300 4，350 10．3 18，100 876 4．8

O m no qovi 25，700 1，304 5．1 11，000 252 2．3

S ukhbaata r 38，300 1，400 3．7 16，400 4 00 2．4

S eleng e 15，100 4 8，615 322．0 6，400 0．0

T ov 45，500 25，42 1 55．9 19，500 2 18 1．1

∪vs 26，700 22，650 84．8 11，400 23 0 2．0

K hovd 32，300 32，126 99．5 13，900 982 7．1

K hovsgo l 58，700 72，534 123．6 25，100 877 3．5

K hentii 38，400 54，676 142．4 16，400 2，750 16．8

D a rkhan－U ur 4，400 26，100 593．2 1，900 0．0

U laa nbaata r 6，100 18，415 30 1．9 2，600 2 0．1

O rkho n 3，800 8．170 2 15．0 1，600 0．0

G ovisum ber 2，400 24 0 10．0 1，100 5 0．5

T O T A L 640，200 497，64 0 77．7 2 74，20 0 11，405 4．2

Q uantity in 200 0 768，225 257，729 33．5 13，13 8 65 1 5．0
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GovernmentOfJapan

Assoonaspossible

1．　Introduction

TheMongoliacountryislocatedintheCentralAsiawithaterritoryofl．564million

km2・ItisborderedtothenorthbyRussiaandChinatotheeast，WeStandsouth・The

mainproductivesectoristheagrICultureandlivestockone，Whichprovidesmorethan

30％（estimationfor2000）ofthenationalGDPJThesectoremploysapproximately46％

Oftheeconomicallyactivepopulation．ThenationalGDPpercapitaisaboutUS＄408．

The totalpopulation hasincreasedfrom2．1mi11ion persons（1990）to2．4million

persons（2000）・Ulaanbaatar，thecapital，Showedanincreaseof562，000persons（1990）

to787，000persons（2000）．It means that more than2／30fthe populationincrease

occurredinUlaanbaatar．

TheagrlCulturesectorhassufferedseverecrisisafterthecollapseofthesocialistsystem，

Where the centralized system was substituted by a market system．The agrICultural

PrOduction，mainlycereal，hasdecreaseddrasticallyfromabout718，000tonsin1990to

142，000tonsin2000．TheMongolianGovernmentisrealizinggreateffortstorestore

thissectorbydecreaslngthegovernment’spartICIPationinthesectorandencouraglng

the prlVatization toincrease the competitivlty and efficiency of the sector．The

governmenteXpeCtStOincreasethevegetableandcerealproductioninthecountryto

meetthenationaldemandoffbod．

ThelivestocksectorisatraditionalMongolianactivity・Thissectorsufferedadrastic

refbrmandisnowdeveloplngSuCCeSSfu11y．Thetotalnumberoflivestockhasincreased

fromabout26mi11ionheadsin1990to30millionin2000，WhichaboutlOO％ofthe

livestock has being prlVatized．The next stageis toimprove the products quality，
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includingprocessln＆SanitaryrequlrementSandpromotionoftheproductstoachieve

theworldmarket．

The DornOd Provinceis said to be one ofthe most potentialarea to develop the

agrICultureandlivestocksector・Rea11y，befbrethecollapseofthesocialism，thegraln

PrOductionintheeasternregion（mainlyDornOdprovince）wasabout8％（about67，000

tons）of the national productionin1989．It represents47％of the total national

productionin2000（142，066tons）．

TheDornOd Province has averyplainrelief，reaSOnablyfertile soiland averylow

population density（0，6person／km2），being suitable fbrlarge scale mechanized

agrlCulture・TheagrICulturaldevelopmentwi11beoneofthemaJOrtargetSfbrthefuture

tosoIvefooddemandandtoimprovethepopulationlivingconditionscreatlngmOre

OppOrtunitiesofjob．

2．　PresentSituationoftheAgriculturalSector

2．1Mongolia

a）NationalAgriculturePolicy

TheMongolianpolicyfbrtheagrlCulturalsectorhasasmaintargetsinmediumterms

（1999to2004）thefo1lowingitems：

●　PromotethedevelopmentandefHciencyoftheagrlCulturalproduction；

●Improvethemarketinge疏ciency；

●　MitigatethereglOnaldifferences；

●　Foodsecurltyandimproveit’squality；

●　SustainabledevelopmentfromthesocialandenvironmentalpolntOfview．

ThispolicylnCludesitemssuchasimprovementoftheproductivityandqualityofthe

livestockproduction，reCOVertheagriculturalproduction，dealwiththe fboddemand，

expandtheagrlCulturalprocesslngSeCtOrfbrexportation，mitigatethepoverty，aSSist

activitiestocreatejobsandimprovethesoil’sproductivityandgrazlngCaPaCityofthe

PaStureS・

TheMinistryofFoodandAgricultureshallbecontributingbybeingresponsibleforthe

fbllowlngltemStOreaChtheabovementionedtargets：

●　Promoteruralcreditsandsmallscaleprq］eCtS；

●Improvethefoodsupplycapacityfortheruralpopulation；

●　Diffusethesmallscaleirrlgation；

●ImprovetheruraltransportationinfrastruCture；
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．Strengthentheorganizationandpersonnelcapaclty；

●　Ruraldevelopment．

b）AgricultureImportance

ThecontributionoftheAgricultureSectorfortheGDPwasabout15．5％in1989，befbre

thetransfbrmationtothemarketing

SyStem eCOnOmy．This number

reached about37％in1999．The

GDP annual change that was

negative befbre1993　became

POSitive after1994．The changes

are shownin the figure on the

right．

The number ofpersons engagedin

the agrlCultural sectorisincreaslng

asshowninthefigure．Itshowsthat

in1999，apPrOXimately50％ofthe

economicallyactivepopulationwith

employment was workingin the

agrICulturalsector．

c）AgricultureProduction

The next table shows the

VarlatlOn Of the

agrlCulture lands in

Mongoliasince1960．The

ヽ A 9ricu Iture S ecto rE rn ployees

ear

60

50

40

30

20

10

0

90　　　 92　　　 93　　　 94　　　 95　　　 96　　　 97　　　 98　　　 99　Y

AgriculturaJLands

（XlO¢ha）

Y ear 60 70 80 90 99

T otal 140．683 140，683 124，587 125，656 130，358

C ultivated 532 744 1，182 1，371 1，19 1

N aturalP asture 140，15 1 139，939 123，405 124，285 129，09 1

agrlCulturelandsdecreasedinthe80，sand90，s，buthavebeinglnCreaSlngSince1999・

The sown lands

increased ti111989

（thepeak），buthave

being declining

Since this year

Showingin1999an

Sown Lands

（XlOUha）

Y ear 60 70 80 89 91 93 95 97 99

T otal 265．5 454．6 704．0 837．9 708．4 584．8 372．6 333．9 296．3

C ereal 246．7 419．5 557．5 673．4 6 15．3 546．4 356．5 3 16．9 279．1

Potato 2．2 2．9 7．4 12．6 10．1 8．9 6．2 6．7 8．7

V egetable 0．8 1．4 2．4 4．2 2．8 3．1 3．2 4．3 4．8

Fodde「C「ops 15．8 30．8 136．7 14 7．7 79．9 25．6 6．0 4．7 1．7

areasimilartothatinthe60㌔・Thenumbersshowthatthemainproductisthecereal．

AnotherfactisthatthevegetableproductionisincreaslngeVeninsma11quantities・
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Anothersectorthatmustnotbeforgotten

is thelivestock sector．Itis the most

important and traditional sector in

Mongolia．This sector has suffered a

prlVatization，being now near lOO％

prlVateprOduction．Theright頁gureshows

that the number of animals has being

increaslngSince1990．

しゎestoc k Productb n
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d）ProblemsintheAgricultureSector

The mostimportant problemis thelack of fhancial resources toimprove the

agriculturalsector，OCCurredaftertheinterruPtlOnOftheSovietassistance．Imgescale

irrlgatedfarmsadministratedbythegovernmentuSedtorealizemechanizedagrlCulture・

Those farms are out offunction since the Socialism collapse，being substituted by

Small－SCalefarmswhicharenowproducingmainlypotatoandvegetables．Theirrlgation

facilitiesinstalledbytheSovietscannotbeoperatedduetothedegradationandlackof

resourcestoacqulrerePOSitionparts，fuel，etC．

Thetransportation／energyinfrastruCtureisnotimproved．Consideringthatthemarkets

arealsonotimproved，amarketingsystemmustbedevelopedwiththeinffastruCture

improvementtoabsorbtheagrlCulturalproductiontobeconsumedinthecountryand

alsoforexportation．

Another factor fbr the agrlCultural production

decreaseis the decline of the productivity．For

example，the wheat productivityin1990wasl．1

ton／ha，Whichbecame O．6ton／hain1999．Themain

reasonforthisdeclinationisthequalityoftheseeds，

Agricu［tureProductivity

Year 90 95 99

Wheat 1，120 740 610

Barley 1，010 770 590

Oats 1，040 60 150

Potato 10，770 8，350 7，280

followedbythenotproperagrlCulturaltechniquesutilizedfbrthecultivation．

Theincreasein the number ofanimalsin thelivestock sector，aS Shown befbre，has

CauSlngPrOblemsofovergrazlng．Thepasture grazlngCaPaCitymustbeimprovedin

Paralleltosecurefbddersourcesduringtheunproductiveperiod．

So a general developmentin the agricultural sectoris neededin Mongolia．The

developmentofthissectorwi11notbeachievedimprovlngOneOrtWOreStrictionfactor，

butbydeveloplngmanyfactorsthatarelinkedandshouldnotbetreatedindividually．
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2．2　DornodProvince

a）General

DornOd Province has fertile soils and

WaSOneOfthemaJOrCerealproducers

in Mongolia．As shownin the table

beside，in1989the province’s cereal

CerealProduction

Y ea 「 89 9 0 95 9 9

T o tal　 x lOJ ton 8 37 ．5 7 18．3 2 6 1．4 16 9．5

D o rn od x lOJ ton　　％ 6 7．0 3 5．4 6 ．2 3．1

8．0 4 ．9 2．4 1．8

PrOductionwasof67，000ton（8％ofthenationalproduction），Whichin1999decreased

to3，100ton（onlyl．8％ofthenationalproduction）．

The main agriculturalproducer provinces are situatedin the central reglOn Of the

COuntryWhereseveralagriculturalsectordevelopmentswasdone．ButthecentralreglOn

hasalmostbeingutilizedinit’smaximumproductioncapaclty．Ontheotherhand，the

easthernreglO叫Withit’sfertilesoilshaslargeareaswithgreatdevelopmentpotential．

ThisreglOnhasaverylowpopulationdensityandplainlandsthatcanbeutilizedfor

large－SCaleagrlCulturaldevelopmentprojects．

TheDornOdProvincらSituatedintheeasternpartOfMongolia，has123・6thousandkm2・

Tneprovince’scapitalisChoybalsan．

MostoftheDornOdProvincehasaverygentleslopeintheeastdirection．Thealtitudeis

lowerthanthenationalaveragewhichmaJOrPartOftheprovincestaysbetween500to

800m．Theaveragelowesttemperatureis－23．80candthehighestis19．20c，Which

Values are higherthan those presentedin the centralreglOn・On the otherhand，the

averageannualrainfallis316．4mmthatislowerthanthenationalaverage．

Thereare3importantriversintheprovince：Uuldza，HerlenandHalhgolrivers・The

UuuldzaRiverhas392kmanddisemboguesintheThriNuurlake．TheHerlenRiver，

Withl，264km，CrOSSeS the east part ofMongoliafrom the Hentey Mountains and

disemboguesintheDalayhke．TheHalhgoIRiverhas233kmanddisemboguesinthe

Buyrhke．

Theprovince’spopulationisestimatedin75，000persons（1999）withadensityofO．6

persons／km2・ThereisarailwaythatlinksChoybalsantoBorzayainRussia・Thereare

SeVeralindustriesthatprocessagrlCulturalandlivestockproductsintheprovince，that

makesDornodacenterofprocesslngindustriesintheeastreglOnOfthecountry．The

PrOVincealsohaselectricalpowerstationandextractsannua11y600，000tonofcoalfrom

theAduun－Chuluunmine．Actua11ythereisasurveytOfindpetroleumintheprovince

With the assistance ofthe USA，andifit happens Choybalsan can become a very

importantindustrialcity．
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b）Agriculture

Themaincropintheprovinceisthewheat，Whichiscultivatedinthelowlandsaround

theriversintheeastandsoutheastpartoftheprovince・Beforethetransfbrmationtothe

marketingsystem，thereusedtobeabout35，000haofwheatproductionarea，butthis

numberhasdownto15，000hanowadays・Thesecondmostimportantcropisthepotato

thatismainlyproducedaroundChoybalsanneartheHerlenRiver・DornOdProvince

usedtobethe6thbiggestproducerofwheatandpotatointhecountryintheSoviet

Period．

Thelivestockisrealizedinextensiveforminthenaturalpasturehavingasmainanimals

thecow，horseandsheep．

The higher temperature，lowaltitude，plainlandsand rich waterresources creates

expectationontheDornOdProvincetobecomeanimportantagrlCulturalproduction

pole・

TherearemanylrrigationprojectsintheprovincethatarebecomlngObsoleteandoutof

function due to thelack oftechnicaland financial assistance，interrupted after the

SOCialismcollapse．

3．　NecessityoftheStudy

Befbre1990，the Mongoliawas acountry that exportedwheat・Butit，s production

decreased after the co11apse of the socialism system，PrOducing only30％of the

necessitynowadays・Thisyeartheproductionwasalsoaffectedbythedroughtoccurred

inthecountry，OCCaSionlngPrOductionvariationbetweenthereglOnSinthecountry・The

MongolianGovemmentisplannlngtOincreasethewheatproductionto70％ofthe

necessltyinthenextfouryears・

MostoftheagrlCulturalinfrastruCture，SuChasirrlgationfacilities，Createdbefbrethe

socialismcollapseisdamagedandoutoffunction・Theestablishmentofasustainable

agrlCulturaldevelopmentplanisneeded，nOtOnlytoturnPrOductivethosearea㍉butalso

tofindnewpossibilitiestoincreasetheagriculturalproductioninthecountry・Itwill

encouragethefarmerstoutilizeagainthegreatagriculturalpotentialthattheeastern

reglOn has，Creating conditions toimprove theirliving conditions and toinitiate a

reglOnaldevelopment・

The government's most important target is to realize development plans that embrace
wide ranges. It means, the priority is the Regional Development that includes many
target items not only retaining in developing part of the items to reach the country's

development.
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The mostimportantreg10n thatis suitable fbrthe agrlCulturalsectoris the Central

Regionthathasmanyprqjectsundergolngatthemoment．Thenextmostimportant

reg10nissaidtobetheEasternRegion・TheGovemmentofMongoliasupposesthatthis

reglOnWillbeoneoftheimportantagrlCulturalproducerreglOnSinthecountryinthe

且Iture．

ItisestimatedthattheEasternRegionhasgreatpotentialfortheagrlCulture，having

threeimportantrivers，flatlandsandfertilesoils・Butnodetailedstudywasdonebefbre

to knowit，s realpotentiality・On the otherhand，there are many sectors as social

infrastruCture（roads，energy，etC．）thatareinaverybadsituation．Iftheroadscondition

istakenasexample，therearenopavedroadsifgooutofChoybalsan・

So，itisnecessarytorealizeadevelopmentstudyformanysectorsintheEasternRegion．

ItmeansaRegionalIntegratedDevelopmentStudythatwi11havetheagrlCultureand

livestock as center，but wi11embrace many otheritemslinked to the sector as

infrastruCture，marketin＆etC．

ThefbllowlngaSPeCtSShallbeimportantinthestudy：

．RenewalorconstruCtion ofirrlgation facilities and rationalize theirrigation／

drainagesystems；

●　Elaborationofarationallanduseplan；

●　ConstruCtionofaefficientagriculturalmarketingsystem；

●　Re－COnStruCtionoftheagrlCulturalassistancesystem；

●Improvementofthefinancialsystemfbrsmallscalefarmers；

●　Re－COnStruCtionofresearchcentersfbrthesteppedevelopment・

TheJapaneseTbchnicalCooperationwillbeveryhelpfu1totheMongolianationby

introducing a suitable and advanced concept ofreglOnalagrlCulturaldevelopment，

WhichwillbebasedonavastexperienceintheworldagrlCulturethatJapanhas・

4. Objectives of the Study

The main objectives of the study are as follow:

a) To elaborate a Master Plan on the integrated regional agricultural development in the
Dornod Province in Mongolia.

b) To identify priority project(s) in the Master Plan study.
c) To realize technology transfer to the counterpart personnel during the study period.
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5. StudyArea

The Study Area will covers the Dornod Province, which occupies an area of 123.6
thousand km , situated in the easthern part of Mongolia.

6. ScopeoftheStudy

6.1 Study Phases

The Study will be composed by the following Phases:

Phase I: Elaboration of the Integrated Agricultural and Livestock Development Plan

Phase II: Select Priority Project(s)

(1)PhaseI

The following information will be studied or reviewed in this phase:

a) Natural conditions (soil, topography, meteorology and water resources);
b) Agricultural production before and after 1989;
c) Potential and restrictions for the development;
d) Suitable agriculture production system for the region;
e) Marketing and processing system for agricultural products.

The results of the study and review will be utilized to formulate an integrated agriculture
development plan (Master Plan) in the Eastern Region of Mongolia. This Master Plan
will be a new strategical base for a sustainable regional development considering the
alleviation of possible environment impacts and the land / water resource management.

(2)PhaseII

Priority project(s) will be identified in this phase to act as a model for the Master Plan

contents execution. It will be formulated in order to give a concrete image of the
project(s) which will include preliminary design of the proposed facilities, cost
estimation and implementation / financial planning.

6.2 StudyItems

6.2.1 Phase I: Master Plan Study

(1) Data Collection

The following data will be collected and analyzed.

a) Soil and land potential;
b) Land use situation;
c) Farming conditions before and after 1989;
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d) Agricultural economy;
e) Meteorology and Hydrology;
f) Water resources;
g) Agricultural infrastructure;
h) Topography and geology;

i) Sociology;
j) Lawsoflanduse;
k) Others

(2) Field Survey

The following items will be surveyed:

a) Infrastructure facilities;
b) Soil and land use;
c) Farming conditions;
d) Agricultural marketing;
e) Socio-economy;
f) Others.

(3) Establishment of a GIS Database

AGeographic Information System (GIS) database will be implemented and analyzed
during the course of the Study. It will be utilized to zoning the region according to
the agricultural potentiality.

(4) Analysis of the Actual Conditions

a) Farming conditions;
b) Land use;
c) Socio-economy;
d) Others

(5) Formulation of the Master Plan

The Master Plan for a sustainable agricultural development on the eastern region of
Mongolia will be elaborated according to the zoning of the agricultural potentials
results. It will include the following main items:

a) Land use plan for agricultural production;
b) Cropping plan;
c) Environment plan;

d) Farming system improvement plan;
e) Technical extension plan for the farmers;

000 OO
«S Z6



f) Irrigation Plan;
g) Agro-industry and post harvest;
h) Infrastructure facility plan.

6.2.2 Phase‡U: Feasibility Study

(1) Supplementary Data Collection and Survey
(2) Production Plan;
(3) Irrigation Plan;
(4) Institutional and Organization Plan;
(5) Infrastructure Plan;
(6) Preliminary Design of Infrastructure Facilities;
(7) Cost estimation and Construction Plan;
(8) Environment Impact Assessment (ELA);
(9) Economic and Financial Evaluation;
(10) Implementation Plan.

6.3 Necessary Experts

The following experts are required to implement the Study:

a) Team Leader / Regional Development Planer
b) Agronomist
c) Veterinary
d) Soil Expert
e) Land Use Expert
f) Irrigation Expert
g) Infrastructure Expert
h) Hydrologist
i) Agro-economy and Project Evaluation Expert

j) Agricultural Marketing and Processing Expert
k) Environmental Expert
1) Sociologist
m) GIS Expert

Total of 13 experts.
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7．　StudySchedule

7．1StudyPeriod

Thetotalstudyperiodwi11be18months（Seethetentativeworkschedule）．Eachphase

wi11beasfo1lows：

PhaseI Elaboration of the Integrated A griculture and Livestock 9 m onths

Developm entPlan

PhaseII PriorityProject（s）identification and program to achievethe 9 m onths

m asterplan contents．

7.2 Reports

The follow ing reports w ill be elaborated and subm itted to the Governm ent of M ongolia

in the course of the Study. The language to be used for the reports w ill be English.

(1) Inception Report

�"
Thirty (30) copies of the Inception Report will be subm itted w ithin one (1) m onth from

the com m encem ent of the Study. The Inception Report w ill include the initial findings,

basic concepts and m ethodology of the study, study schedule, experts list and necessary

survey w orks.

(2) Progress Report (1)

Thirty (30) copies of the Progress Report (1) w ill be subm itted w ithin five (5) m onths

from the com m encem ent of the Study. The Progress Report (1) w ill include basic data

and findings.

(3) Interim Report

�"
Thirty (30) copies of the Interim Report (1) will be subm itted w ithin nine (9) m onths

from the com m encem ent of the Study. The Interim Report w ill include basic data,

findings and the results of the Phase I.

(4) Progress Report (2)

Thirty (30) copies of the Progress Report (2) w ill be subm itted w ithin tw elve (12)

m onths from the com m encem ent of the study. The Progress R eport (2) w ill include

results of the Phase II, w hich include basic data, findings and the concept of the priority

projects.

(5) D raft Final Report

Thirty (30) copies of the Draft Final Report w ill be subm itted w ithin fifteen (15) m onths    '0 -25



from the commencementof the Study. The Draft Final Report will present all the results
of the study between Phase I and II, which include basic data, assessment, analysis,
proposed master plan and proposed priority project(s).

(6) Final Report

Fifty (50) copies of the Final Report will be submitted within eighteen (18) months from
the commencementof the Study after receiving the comments for the Draft Final
Report.

8. Expected Major Output of the Study

a) A Master Plan for a sustainable development in the Study Area in order to increase
the food production and to create job opportunities to alleviate the poverty;

b) Elect priority project(s) for urgent implementation to achieve the agriculture and
livestock sector development in the target area.

9. Undertaking of the Government of Mongolia

In order to facilitate a smooth and efficient conduct of the Study, the Government of
Mongolia shall take the following necessary measure:

(1) To secure the safety of the Study Team;
(2) To permit the members of the Study Team to enter, leave and sojourn in Mongolia, in

connection with their assignment therein, and exempt them from alien registration
requirement and consular fees;

(3) To exempt the Study Teamfrom taxes, duties and any other charges on equipment,
machinery and other materials brought into and out of Mongolia in order to conduct
theStudy;

(4) To exempt the Study Team from income tax and charges of any kind imposed on or in
connection with any emoluments or allowances paid to the members of the Study
Teamfor their services in connection with the Study implementation;

(5) To provide necessary facilities to the Study Team for remittance as well as utilization
of the funds introduced in Mongolia from Japan in connection with the
implementation of the Study;

(6) To secure permission or entry into private properties or restricted areas for the
conduct of the study;

(7) To secure permission for the Study to take all data, documents and necessary
materials related to the Study out of Mongolia to Japan;

(8) To provide medical services as needed. Its expenses will be chargeable to the
membersof the Study Team.
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10. The Governmentof Mongolia shall bear claims, if any arises against members of the
Japanese Study Team resulting from, occurring in the course of, or otherwise connected
with the conduction of their duties in the implementation of the Study, except when such
claims arise from gross negligence or willful misconduct on the part of the member or
the Study Team.

ll. The Ministry of Agriculture and Food shall act as counterpart agency to the Study Team
and also as coordinating body in relation with other governmental and
non-governmental organizations concerned to the smooth implementation of the Study.

The Government of Mongolia is assured that the matters referred in this form will be ensured
the Japanese Study Teama smooth conduct of the Development Study.

Signature

Title
On behalf of the Government of Mongolia

27



TENTATIVEWORKSCHEDULE

　 Month

Item

1 2　■　3
ll■4 l15 l6

l
7 8 9 10】11

l

妻12壷13
！14至15！16 l17壷18

WorkinMongolia
l　　　　　　l　　　　　　l ll

l
童 ；■ 0 l

l

WorkinJapan l
l

L L　…l　 l l　　l ［ニコ】t　　　　　　 l

Phase 一■ PhaseI： L phase L1■ l L 　「 l ll 【　「

Report △ △　㌻
ll

・△： 二　△
Ic／R ．　　　 P／R叩 ItR P／（ⅠⅠ） 毒Df／R 岳F／R

（Observation）Ic／R：InceptionRep。rt P／R（II）‥ProgressRep。rt（II）Oc。mmentS。nDⅣRbytheM。ng。1ia。
P／R（I）：ProgressReport（I）DⅣR：DraftFinalReport

It／R：InterimReport F／R：　FinalReport

15



OrganizationChartoftheMinistryofFoodandAgricultureofMONGOLIA（2000）
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